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(2) 各評価指標の運用の考え方 

既存データの収集、データの加工方法等の各評価指標の運用の考え方は以下のと

おり。 

 

D-1： 有効利用可能量 

 

 NEDO の公開資料「バイオマス賦存量・有効利用可能量の推計（2011.3.31.）」を利

用する。この資料においては、賦存量をバイオマスの利用の可否に関わらず、理論上

１年間に発生・排出される量（ここでは図表３の①～⑨）とし、有効利用可能量を賦

存量よりエネルギー利用、堆肥・農地還元利用等に既に利用されている量を除き、さ

らに収集等に関する経済性を考慮した量としている。 

本調査においては、実際に使用可能である量を表す有効利用可能量を使用する。 

 

なお、この資料における推計ロジックは、図表４に示す通りである。  

 

図表４  NEDO バイオマス有効利用可能量の推計ロジック 
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集計に当たって、発電所の所在する市町村内から燃料を調達するものとして試算し

たところ、十分な出力を確保することが困難であったため、ここでは、図表５の＜集

計パターンＢ＞に示すように隣接の市町村からも燃料を調達することとして集計する

こととした。 

 

図表５ 有効利用可能量の集計ロジック 

 

 
 

また、試算の前提として NEDO の公開資料「バイオマス賦存量・有効利用可能量の推

計（2011.3.31.）」に掲載された熱量換算値を用いて、電力量＝低位発熱量（前述の熱

量換算値）×1kWh/3.6MJ×発電効率（20%）とし、更に年間の施設利用率を 80％（24

時間/日×292 日/年×80％）として出力（施設規模）を試算2した。 

 

                            
2 試算の式は「地域新エネルギー・省エネルギービジョン策定ガイドブック」（平成 15 年 7月 経済産業省資源エネ

ルギー庁 NEDO）による。また、「発電効率」及び「施設利用率」についてはコスト等検証委員会（政府のエネルギー・

環境会議の下部組織）においてモデルプラント試算で用いられた数値による。 

当該
市町村

当該
市町村

＜集計パターンA＞

市町村単独

＜集計パターンB＞

隣接市町村込み

集計範囲
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D-2： チップ争奪の有無 

 

 県庁及び業界団体が公表している資料により、同地域内の燃料調達面で競合する可

能性がある事業者の所在を確認する。 

 ここでは、事業者名および事業者の所在地を下記のような一覧表化を行う。 

 なお、木質バイオマスにおいては、間伐材等から大量に発生する一方で、既に相当

部分が製材・合板、木質ボード、製紙用などに供されていることから、このような既

存利用に影響を及ぼさないよう適切に配慮する必要がある。 

 

図表６ 競合する事業者の整理の例 

所在地 分類 プラント名 

○○市 製紙工場 ○○株式会社 第○工場 

△△町 合板・LVL 工場 株式会社△△ ○○工場 

・
・
・ 

・
・
・ 

・
・
・ 

 

D-3： 森林蓄積 

 県庁が公表している資料より、同地域内における民有林全ての森林資源を確認する。 

「民有林蓄積」は在庫、「民有林１ha 当たり森林蓄積」はロットサイズを表現する指

標である。そこで、民有林蓄積（千㎥）及び民有林 1ha 当たり森林蓄積（㎥/ha）を求

め、それぞれが平均値以上となる市町村をグラフ上にプロットする。 

 なお、「Ｄ－２：チップ争奪の有無」において前述のとおり、未利用材の利用に当た

っては、既存利用に影響を及ぼさないよう適切に配慮する必要がある。 
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